
【会計別地方債現在高の推移】

　平成２７年度末の一般会計、特別会計の地方債残高の合計は、前年度末に比べ７０２百万円増の１１，０４９百万円となっています。

　会計別で前年度末と比べると、簡易水道事業（５０６百万円増）及び一般会計（４３８百万円増）は増加し、下水道事業（９４百万円減）、上水道事業

（７２百万円減）、病院事業（６７百万円減）、農業集落排水事業（９百万円減）は減少しています。なお増加した要因は、一般会計では南奈良医療総合

センター整備のため、また簡水水道事業は吉野山簡易水道整備のためです。

　また、地方債残高を会計別に平成１８年度末と比較すると、簡易水道事業（８１０百万円増）は増加しているものの、その他の会計においては減少して

おり、全会計の合計残高については平成１８年度末に比べ１，７９６百万円減額しています。なお、病院会計は平成２７年度末で廃止となったため、平成２８

年度内に病院会計の

（単位：百万円）
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図1-1 会計別地方債残高の推移

（単位：百万円）



【一般会計の事業区分別地方債残高について】

　地方債にはいくつもの種類があり、事業の目的によって区分されています。

　当町の一般会計の地方債残高においては、臨時財政対策債、過疎対策事業債という種類の地方債が大部分を占めています。平成２７年度末の地方債全体に占

める割合は、臨時財政対策債が４１．４％、過疎対策事業債が４４．１％となりました。

　臨時財政対策債は、本来、国から交付される普通交付税の一部を地方が地方債を借入れることで肩代わりするもので、借入ることができる額の１００％が翌

年度以降の普通交付税で返ってきます。また、過疎対策事業債は、過疎地域の振興に資する事業の実施に対し借入れることができる地方債で借入れた地方債の

返済に要する費用の７割が翌年度以降の普通交付税で返ってきます。

　普通交付税の不足分を補うため、臨時財政対策債を毎年借入ていること、普通交付税で返ってくる額が大きく財政的に有利な過疎対策事業債を優先的に借入

ていることから、この２つの地方債の残高の割合が大きくなっています。
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図2-2 事業別地方債現在高割合推移
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【平成２７年度末における地方債残高における町の実質負担について】

（単位：千円）
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交付税算入見込割合②／①

　一般会計については、臨時財政対策債や、過疎対策事業債など将来普通交付税として町に返ってくる率の高い地方債が、地方債残高の８割以上を占めるため

平成２７年度末における地方債の元金残高は５４億３，８１７万円あるものの、その内４５億６，２０７万円は普通交付税で将来返ってくる見込であるため、

町が実質的に負担する額は８億７，６１０万円といえます。特別会計の交付税算入割合は、水道事業の６．１８％が一番低く、一番高い農業集落排水事業につ

いても５０．８６％と一般会計に比べるとかなり低くなっています。平成２７年度末における全会計の地方債の元金残高合計は１１０億４，９４７万円となり、

将来、普通交付税で返ってくる見込み額は６２億６，０３７万円であるため、実質的に負担することになる額は４７億８，９０９万円といえます。
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地方債残高・普通交付税算入見込額の推移

※普通交付税算入見込額については、平成2７年度決算に基づく将来負担比率の算定に用いた数値です。



【各基金の残高の推移】

・財政調整基金は、平成１６年度末から平成１９年度末までの間、残高が３，０００万円台で推移しており、将来的な財源不足に対応することができない非常

　に厳しい状況が続いていました。しかし、平成２０年度以降は、行財政改革の実施等により積立てを行い、平成２７年度末の基金残高は８億３,７４６万円

　となっています。

　一般的に財政調整基金の適正規模は、標準財政規模の１５％（約５億４，０００万円）とされており、最低限の基金残高は確保できている状況ですが、今後

　も将来に備え、積立てを行っていきます。

・減債基金は、平成１８年度以降着実に積立ててきましたが、平成２４年度以降については交付税措置のない地方債や、利率の高い地方債の繰上償還を実施

　するための財源として、また通常の地方債の償還の財源として取崩しを行っています。平成２７年度末の基金残高は２億２，７９９万円となっています。

・その他特定目的基金は、平成２４年度に南和広域医療組合への出資金の財源として地域福祉基金を１１３，３１０千円取崩したため大きく減少、平成２５年

　度に、庁舎整備基金に４，０００万円、地域の元気臨時交付金基金に７，８７５万円を積立てたことなどにより増加しました。平成２６年度・平成２７年度

　地域の元気臨時交付金基金・地域福祉基金などを取崩したため再度減少に転じました。平成２７年度末の残高は４億３，６２５万円となっています。
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基金残高の推移


